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１．当資源管理委員会の概要
（１）名称：大阪府資源管理船びき委員会（船びき網漁業管理部会）
（２）所在：大阪府岸和田市地蔵浜町１１－１（大阪府漁連内）
（３）経営体数：６7ヶ統（表①、図①参照）

表①：所属組合別生産者数（府下24漁協中、シラス漁業者は13漁協に所属）

（４）漁種：船びき網漁（シラス、イカナゴ等）
（５）水揚港：大阪鰮巾着網漁業協同組合荷捌施設(写真①）
（６）水揚数量・金額

（７）入札参加者
兵庫（12社）、大阪（13社）、和歌山（21社）のシラス加工業者
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漁協名 人数 漁協名 人数 漁協名 人数 漁協名 人数

大阪市 6 泉大津 2 春木 32 岡田浦 6

堺市浜寺 4 忠岡 8 岸和田 8 西鳥取 4

高石市 6 大阪鰮巾着 16 北中通 18 淡輪 12

深日 12

合計 134

表②：水揚推移
2019年度 2020年度 2021年度

水揚数量 3,971 3,253 5,319
水揚金額 1,491 1,351 1,329

（単位：トン・百万円）

20代～
2%

30代～
7% 40代～

16%

50代～
31%

60代～
21%

70代以上
23%

（写真①：荷捌施設外観）

（図１：年齢構成）
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		漁協名 ギョキョウメイ		人数 ニンズウ		漁協名 ギョキョウメイ		人数 ニンズウ		漁協名 ギョキョウメイ		人数 ニンズウ		漁協名 ギョキョウメイ		人数 ニンズウ

		大阪市 オオサカシ		6		泉大津 イズミ オオツ		2		春木 ハルキ		32		岡田浦 オカダ ウラ		6

		堺市浜寺 サカイシ ハマデラ		4		忠岡 タダオカ		8		岸和田 キシワダ		8		西鳥取 ニシ トットリ		4

		高石市 タカ イシ シ		6		大阪鰮巾着 オオサカ イワシキンチャク		16		北中通 キタナカ トオル		18		淡輪 タンノワ		12

														深日 フケ		12

														合計 ゴウケイ		134
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		表②：水揚推移 ヒョウ ミズアゲ スイイ				（単位：トン・百万円） タンイ ヒャクマンエン

				2019年度 ネンド		2020年度 ネンド		2021年度 ネンド

		水揚数量 ミズアゲ スウリョウ		3,971		3,253		5,319

		水揚金額 ミズアゲ キンガク		1,491		1,351		1,329







２．デジタル化の目的（現在まで～今後）
『集荷機能の集約化と競り取引（デジタル入札・全船びき網漁業）導入等による魚価向上』

・各漁協に船びき網漁（シラス）の競り場（荷捌所）がなく、漁業者と加工業者（仲買）との間での相対取引が主流であった。
・漁業者が価格競争力を生むために、漁業者と関係漁協の協議により競り場を集約化。電子入札システムの導入は、取引価格の
オープン化により適正価格を実現し、魚価が向上している。

『漁撈負担軽減、コスト削減、品質等に対する漁業者の意識改革を通じた漁業所得の向上』

•不漁時の過剰操業、非効率な操業、燃油等操業コスト削減の停滞（船びき網漁の燃料費は約2割程度）の原因となっていた。
•各船の水揚量、入札価格の情報開示は、船びき漁業者間での好漁場情報の共有による効率的な操業（不要な操業の抑制）、お
よび漁業者毎の価格差に対する鮮度管理等に対する意識改革に繋がっており、漁業所得向上に寄与している。

『持続可能な漁業のための資源保護（管理）』

• 魚価低迷→過剰捕獲（量によるカバー）の要因となっており、将来的な資源量に懸念があった。
• 電子入札システム導入により、各船の水揚量、入札価格が船びき漁業者へ共有されることによる漁獲調整（部会での取り決め）
機能は、今後、他の漁種への横展開により、適切な資源保護（管理）が期待される。

『消費者ニーズの取り込みや海外輸出による販路開拓』

• 入札結果を漁協ホームページやSNSで公開し、地元や近隣地域の買い手や新たな販路拡大や消費者ニーズを掘り起こす。
• 既存輸出（カタクチイワシやボラ）の拡大に向けて、広域浜プランにより新設予定のシラス加工場で生産する冷凍生シラスを

web商談を活用し、関西国際空港を通じて海外輸出する。

『浜のにぎわいの創出と中核的漁業者の確保』

・泉州鮮魚ブランドの知名度向上に向け、SNSを活用した「地蔵浜みなとマルシェ」（毎週日曜日）、「大漁！親子祭り」（毎年
１０月）、漁協直営食堂「泉州海鮮きんちゃく家」の情報発信を通じた地域水産業のネットワークづくりを推進中。

・スマート水産業による市場外参加者や漁業者所得向上等の漁業の魅力を情報発信し、新規就業を含む中核的漁業者を確保する。4



３．デジタル化の取組状況（浜の活力再生広域プランとの連携）
対象区分 内容 2020年度

以前
2021年度 2022年度 2023年度

以降
生産者 ①入札システム

（業務委託※）
・競りの落札結果の電子
表示
・落札速報の漁場への通
知（LINE）

②販売管理システム
（業務委託※）

・仕切伝票等の自動処理
（落札伝票（請求書）、
出荷伝票等

③魚群探査無人機等 ・魚群情報（位置、時
間）などの情報蓄積

消費者 ④ＳＮＳ ・消費者に直売・飲食の
情報を提供。
・水揚や市況情報などを
競り参加者以外に発信。

生産者 ⑤操業情報 ・気象情報、海洋情報な
どを漁業者への発信

小売・消費者
輸出

⑥ＥＣサイト ・落札された魚をECサイ
トに掲載し、小売、飲食
店、消費者に提供する
（現地の信頼出来る仲買
人との連携等による）

生産者 ⓻漁場探索DB ・入札システムにおける
魚価や漁獲量による漁場
分析を行、魚価安定を図
る。 5

実施中

実施中

実証実験済

実施中

検討中

検討中

再実証

※（株）オオサカフイッシャーマンサポート

検討中

検討中



４．デジタル化による効果（今後の取組を含む）

【水産物集出荷
機能の集約化・
競り機能具備】

★魚価形成力の
向上（競り導入
前の1.7倍）

【入札迅速化によ
る品質向上・漁業
者意識改革】

★荷揚⇒仲買鮮度
判定⇒入落札⇒積
込まで10分以内

★他船魚価との乖
離への疑問改善や
効率的な漁業操業
による燃料費削減

【持続可能な漁業
資源の確保】

★適正な魚価形成
は獲りすぎない漁
業への意識となり、
適正な漁業所得は
労働環境の改善
（休暇取得）に繋
げている。

【バリュー
チェーン構築】

★漁獲情報、市
場情報等の発信
による消費ニー
ズの掘起し

★ECサイトによ
る新たな商流の
構築

【地域活性化と中核
的漁業者の育成・確
保】

・豊かな交通・観光
インフラを生かした
地域商圏創出

・適正な魚価による
所得形成は、担い手
育成・確保に寄与

6

（円/ｋｇ）
シラス イカナゴ

導入前 286 413
導入後 481 1233
上昇率 168% 299%

相乗効果
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						（円/ｋｇ） エン

				シラス		イカナゴ

		導入前 ドウニュウマエ		286		413

		導入後 ドウニュウゴ		481		1233

		上昇率 ジョウショウリツ		168%		299%







【課題①】

基幹漁種（底びき網漁業）へのデジタル
化の推進

⇒先行事例である船ひき網漁の横展開
（音声等による入札システム化）

【課題②】

加工施設の高度化（HACCP対応）に合わ
せた水産物の販路拡大

⇒冷凍生シラスなど製品ラインナップの
プラットフォームとしてのECサイト創設

【課題③】

関西国際空港の航空物流システムを活用
した輸出伸長

⇒安全・安心・迅速な商品性アピールと
需要の創出（Web商談 など）

【課題④】

資源管理や効率的な漁業に資するデータ
蓄積

⇒漁場探索のドローン活用や入札システ
ムによる季節ごとの魚種、単価等のデー
タ蓄積とその利活用

【課題⑤】

販売・消費、加工体験、渚泊など海業を
含む地域一体となった水産業の基幹産業
化

⇒サプライチェーンが持つデータ等の連
携と活用による新たな価値創造

５.  デジタル化に向けた課題

7
【対策】浜の課題解消に向けたデジタル推進員（全漁連）による橋渡し

浜

漁業者への魅力あるソリューションの提供が出来るか（ある意味大きな課題）



６．共有される（されている）データの種類
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（今後共有が想定されるデータと課題）
①市場外買受人への提供される入札データ、②市場外買受人の情報、③ECサイトへ掲載する画像、
④ECサイトにおける販売履歴、⑤漁場データ、⑥ECサイト購入者の決済情報 等

⇩
課題「標的型メール等に対する個人情報資産のセキュリティ対策強化」

漁獲報告システムとの連携（2022年度予定）



７. デジタル化に向けたコンソーシアム（イメージ・大阪・泉州広域水産業再生委員会を基盤とした場合）

大阪・泉州地区デジタル水産業戦略拠点組成協議会（仮称）

府下地区水産業

再生委員会
地方公共団体

（大阪府、市町村）

加工業者、流通
業者、府漁連等

系統金融機関、

全漁連等
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デジタル化・スマート漁業の推進
「デジタル推進員」



８. 拠点創設に向けて取り入れたい水産デジタル機器・施設（例）

【機器】

「音声認識入札システム」

【内容】

競り業務の完全デジタル化目指し、鮮度判定で手が使えない

仲買人のために、ヘッドフォン型音声認識機器から入札価格

を入札システムに接続する

【施設】

「EC用ポータルサイト」

【内容】

市場や荷捌所から落札された鮮魚を漁協等が運営するEC 

サイトに掲載、市場外買受人に入札機会を提供する。

また、一般消費者向け購入サイトも開設する

【施設】

「漁場・販売実績データベースシステム」

【内容】

漁獲量や高単価を出した漁場の管理、入札システムによる季節

ごとの魚種、単価等のデータ蓄積し利活用する

【機器】

「無人無線漁場探索用ドローン」

【内容】

漁場探索のドローンの開発を実証展示補助事業を活用して

メーカーや水研機構と連携して実用化を目指す
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大阪府下漁業勢力

大阪府資源管理船びき委員会

参考資料①
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巾着網漁業
漁
獲
量
（
ト
ン
）

年 年
漁
獲
量
（
ト
ン
）

船びき網漁業 参考資料②
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漁法 主要魚種 ＫＰＩ達成の方向性

まき網
漁

ﾏｲﾜｼ、ｶﾀｸﾁ
ｲﾜｼ、ﾎﾞﾗ、
ｺﾉｼﾛ等

■ 冷凍魚の高鮮度化を図り、高鮮度冷凍エサ
や
食用への転用で魚価底上げが必須。（冷凍
輸出）･･･高速運搬船による高頻度輸送等

■食習慣の無い魚（ボラ等）の海外食用市場
に供給（冷凍輸出）

船びき
漁 ｼﾗｽ、ｲｶﾅｺﾞ

■ 船上から水揚げ・梱包までの鮮度管理の徹
底

■取引形態の「相対」から「競り」への移行

＜ＫＰＩ達成の具体策＞

浜の活力再生広域プランの概要（岸和田臨海地区地域水産業再生委員会）

＜ＫＰＩ達成のための課題＞

① 食用出荷比率の向上及び
エサの付加価値向上
（エサ出荷分を高鮮度で
冷蔵・冷凍出来る施設整

備）

② 関西国際空港を利用して
販路拡大

③ 入札のための荷捌施設の
整備

参考資料③
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施設整備事業（イメージ）

②全国へ陸送

関空へ
陸送

③東南アジアへ空輸

関西空港 沖縄

荷捌施設整備：約4.5億円
鮮度保持施設整備：約6.5億
円

マイワシ 生シラ
ス

巾着網漁業 船びき網漁業

①岸和田市・地蔵浜で水揚げ

水揚場・荷捌場～冷凍・冷蔵保管施設

大阪湾
参考資料④
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地蔵浜マルシェ
毎週日曜日開催
鮮魚販売や飲食

地域のにぎわい

泉州名物
生シラス丼

大漁親子まつり

参考資料⑤
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本日は最後までご清聴いただき、ありがとうございました。

全国漁業協同組合連合会

協力：大阪府鰮巾着漁業協同組合
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